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市職員の人数や給与など市の人事行政市職員の人数や給与など市の人事行政のの

運営状況を公表します。詳しくは、市企運営状況を公表します。詳しくは、市企画画

総務部総務総務部総務課課（（・・内線１２１３）まで内線１２１３）まで。。

 職員の任免および職員数の状況

人事行政
運営状況

 勤務時間などの勤務条件や分限・懲戒処分、福利厚生などの状況

２５年度２４年度２３年度２２年度２１年度２０年度

３７３人３８３人３８９人３９９人４１３人４２６人目標

－－－３９７人４１３人４２６人実績

 定員適正化計画の状況

 採用と退職の状況（２１年度）

退職者数採用者数

２２人５人

前年度比
職員数

部 門
２２年２１年

－１１人２８２人２９３人一般行政部門

－３人４０人４３人教育部門

－２人７５人７７人
公営企業等部門
（水道・病院など）

－１６人３９７人４１３人合 計

 職員数の状況（各年４月１日現在）

 勤務時間の状況（２２年４月１日現在）

勤務時間の割り振り１週間の
勤務時間 休憩時間勤務時間

正午～

午後１時

午前８時半～

午後５時１５分

３８時間４５分
（１日７時間４５分）

※勤務時間の割り振りは、勤務場所や職種によって異な

ります。

 年次休暇の取得状況（平成２１年）

１人当たりの平均取得日数与えられる日数

１１．８日１年につき２０日

 育児休業などの取得状況（２１年度）

合計女性男性区分

６人６人０人育児休業

１人１人０人部分休業

０人０人０人介護休暇

＜育児休業＞

３歳未満の子どもを育てる場合、その子が３歳になる

まで取得することができる。

＜部分休業＞

小学校に就学前の子どもを育てるために、勤務時間の

一部（１日２時間以内）を休業することができる。

＜介護休暇＞

２週間以上介護が必要な状態となった家族を介護する

ため、６カ月の期間内で取得することができる。

 公務災害の認定状況（平成２１年度）

合計通勤災害公務災害

２件０件２件

 健康診断の実施状況（平成２１年度）

実施状況
項目

受診率対象者数対象者数

８７．５０％３６４人４１６人循環器系検診

５９．４２％１８６人３１３人胃がん検診

５２．２９％８０人１５３人婦人検診

７６．１３％２３６人３１０人大腸がん検診

９４．７４％９０人９５人前立腺がん検診

 分限・懲戒処分の状況（平成２１年）

合計免職降任休職
分限処分

３人０人０人３人

合計免職停職減給戒告
懲戒処分

５人０人０人１人４人

＜分限処分＞

病気などのために職務を十分に果たせない場合など、

公務の能率を維持するために行う処分。

＜懲戒処分＞

道路交通違反をはじめとする法令違反などがあった場

合などに、規律と秩序を維持するために行う処分。
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 職員の給与の状況

 平均年齢・平均給料月額の状況

（平成２２年４月１日現在）

平均給料月額平均年齢区分

３１万４，５０２円４２．８歳一般行政職

２７万９，２４３円４２．３歳技能労務職

 初任給と経験年数・学歴別の平均給料月額

（平成２２年４月１日現在）

技能労務職一般行政職
区分

高校卒高校卒大学卒

１３万７，２００円１４万 １００円１６万１，６００円初任給

２０万７，５００円２１万 ４００円２４万６，７００円１０年
経
験
年
数

２５万１，４００円２５万２，８００円２９万５，５００円１５年

２７万５，０００円３０万２，５００円３２万７，２００円２０年

 給与費の状況（２１年度普通会計決算）

１人当たり給与費＝５６８万１，０００円

給与費計
１９億７，７１１万円
（職員数３４８人）

給給料料
１３億１０６万１３億１０６万円円
（６５.８％（６５.８％））

期末・勤勉手期末・勤勉手当当
４億９，０５５万４億９，０５５万円円
（２４.８％（２４.８％））

その他の手その他の手当当
１億８，５５０万１億８，５５０万円円
（９.４％（９.４％））

＜ラスパイレス指数＞

国家公務員の給与水準を「１００」とした場合の給与水準

を表す指数。

 ラスパイレス指数の状況

２０年度２１年度

９３.２％９３．０％八幡平市

９８．３％９８．４％全国市平均

 時間外勤務手当の支給状況（２１年度決算）

一人当たり
支給年額

支給総額区分

２０万８，５６２円７，６５４万２，０００円２１年度

１７万 ７７８円６，５０６万６，０００円２０年度

民間企業の残業手当に当たります（休日勤務手当含む）。

 特別職の報酬など（２２年４月１日現在）

期末手当給料・報酬（月額）区分

６月期＝１．４５カ月分
１２月期＝１．６５カ月分

計 ３．１０カ月分

７７万６，０００円市長

６２万００００円副市長

３５万１，０００円議長

２８万４，０００円副議長

２７万１，０００円議員

 人件費の状況（２１年度普通会計決算）

人件費率人件費歳出額

１７．３％３１億８，９０１万円１８４億５，８４１万円

１人当たり平均支給額＝１４３万６，４０６円

 期末・勤勉手当の支給状況（２１年度）

合計１２月期６月期区分

２．７５カ月分１．５０カ月分１．２５カ月分期末手当

１．４０カ月分０．７０カ月分０．７０カ月分勤勉手当

民間企業のボーナスに当たります。

 その他手当の状況（２２年４月１日現在）

内容区分

主として職員の扶養を受ける親族がいる職
員に支給
・配偶者＝月額１３，０００円
・配偶者以外＝月額一人６，５００円（配偶者が
いない場合は一人目のみ月額１１，０００円）
※１６～２２歳の子は５，０００円加算

扶養手当

賃貸住宅に住んでいる職員に支給
・賃貸住宅＝家賃に応じて月額２万７，０００円
以内

住居手当

片道２㌔以上の通勤距離で、交通機関の利
用または自動車などを使用する職員に支給

通勤手当

 退職手当の状況（２２年４月１日現在）

支給率

勧奨・定年自己都合勤続年数

３０．５５カ月分２３．５０カ月分２０年

４１．３４カ月分３３．５０カ月分２５年

５９．２８カ月分４７．５０カ月分３５年

５９．２８カ月分５９．２８カ月分限度額

１人当たり平均支給額（２１年度退職者）
自己都合＝１，２０７万７，０００円
勧奨・定年＝２，４４７万８，０００円




